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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 206 号 (2026 年 6 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 206 号 

英国労働安全衛生庁(HSE)の幹部が来日した際、協調安全(collaborative safety)について意見交換をした。 
先月、労働者の安全・健康・福祉、更には公衆の安全に関する英国の規制機関である労働安全衛生庁(Health and Safety Executive (HSE))の

幹部が来日した。筆者は彼等と共に 5 月 13 日、日本の労働安全に関する現場を訪問し、翌日弊所(CIGS)で国際シンポジウムを開催した。  
現場訪問では、山梨県忍野村に在るファナック本社及び工場、そして東京都江東区に在る清水建設歴史資料館(NOVARE Archives)を訪れ、

AI・Robotics 関連の協調安全に向けた両社の方針を聞き、実際の作業現場の様子を見学した。それぞれ 2 時間半を超える訪問であったが、
まさしく“アッ”という間の密度の濃い訪問だった。日頃、専門家との意見交換だけで deskwork に浸りっぱなしの筆者としては、実り多い
現場見学となった。また翌 14 日、弊所の会議室において、筆者が理事を務める一般社団法人セーフティグローバル推進機構(IGSAP)主催
の国際シンポジウムを開催した(“Safety Evolves – UK Trends and Collaborative Safety/安全は進化する ― 英国の潮流と協調安全”)。 
シンポジウムの様子と内容は、近日中に IGSAP 及びCIGS の website で見る事が可能になる。関心の有る読者は是非ともご覧頂きたい。

主な内容としては次の通り。現在、「AI・Robotics の社会実装に向けて、いかなる制度的・組織的変革及び法的規制をする必要があるのか」
に関して、主要先進国で様々な議論がなされている。特に協働ロボットが急速に発展する中で、人とロボットが近接して作業する場合の
安全性、すなわち協調安全(Collaborative Safety)の重要性が高まっている。こうした中で、イノベーション活動を推進するという新しい形の
安全規制や、新興技術への対応のあり方を検討しているHSE の説明を受けるとともに、“日本発”の安全概念である協調安全(IEC Guide 127)
を踏まえた議論及びパネルディスカッションを行った。日英の優れた登壇者の発言を聞き、多くを学ぶ事が出来た。ただ、筆者としては、
時間的な制約から、次の問題を議論出来なかった事が残念だった。即ち AI に強い英国と Robotics に強い日本はいかなる形の協力・補完
関係を築く事が出来るのか。激しい米中間の技術競争の狭間に置かれた日英両国が採るべき strategic options に関し意見交換をしたかった
(当然の事として、日本企業は米国企業との協力関係を築いている。例えば、PDF 版 2 の FANUC や Kawasaki Robotics の戦略的技術提携を参照)。
ただHSE 幹部とは、シンポジウム後の宴席で、今後継続して意見交換をする事で意見が一致したので大変喜んでいる。 

 

4 月 27 日に開催された Harvard での hybrid event に参加した。 
4 月 27 日午後(日本時間早朝)、筆者はHarvard Kenndy School (HKS)で開催された会合に日本から参加した(小誌前号 2 の“Professor Tony Saich 

Retirement Panel Discussion: State, Society, and Governance in Modern China: Institutions, Legitimacy, and Legacy”を参照)。  
筆者は online で懐かしい知人・友人達が参加・発言する様子を眺めていた。その中には以前弊所で講演をお願いした人々がいる(経済学

講師の Jay Rosengard 氏、中国専門家のEdward Cunningham 氏、倫理学の専門家Kenneth Winston 氏)。また懐かしい人々も登壇している(Law School
のWilliam Alford 教授、中国専門家Elizabeth Perry 教授やWilliam Kirby 教授、そしてAlastair Iain Johnston 教授、更にはBusiness School のMeg Rithmire
教授)。最後の発言者は HKS の重鎮 Graham Allison 教授だ。筆者は online 参加のために、残念ながら cocktail time に参加出来なかったが、
その時の様子を 7 月に来日予定の Saich 教授から、また来年 1 月来日予定のRosengard 氏から聞く事を楽しみにしている。 

 

米国製造業が変貌しつつある。だが、その実態は綿密に観察しないと、本質を見失うかも知れない。  
5 月 21 日、McKinsey Global Institute (MGI)が米国製造業に関する報告書を公表した(“Ramping Up Manufacturing in America?” PDF 版 2 参照)。

報告書は、米国の製造業を強化する場合に①いかなる基準で、②いかなる分野を強化すべきか、に関して議論している。同書は製造品の
輸入金額(2025 年、3 兆ドル)に関し、①の基準に次の 3 つを選択した—(a)重要性(critical)、(b)輸入先の集中度(concentrated)、(c)地政学的距離
(geopolitically distant)。(a)(b)(c)のどれか一つに該当する製品は輸入全体の 71%を占め、2 つ或いは 3 つの基準に該当する製品は 25%を占め、
3 つの基準全てに該当する製品は、Smartphones, Laptops, Rare earths で 7%を占めた。分野別では electronics 製品の輸入依存率が最も高い。
そして②の強化すべき分野に関して、供給増の可能性という視点で観ると輸送機械が最も有力との事であった。但し、米国製造業は分野、
業種、企業において多様性が著しく、画一的な方策(a one-size-fit-all approach)で対策を講じられない事を述べている(MGI の資料に関連して
小誌前号のWall Street Journal 紙の 4 月 18 日付記事“America Is in the Middle of a Stealth Manufacturing Boom”も参照されたい)。また米国の学術機関
である全米アカデミーズ(NASEM)も、14 日に報告書を公表した(“A Vision for the Manufacturing USA Program in 2030 and 2035”、PDF 版 2 参照)。  
現在、世界中が製造業に高い関心を抱いている背景には、地政学的分断と日進月歩の技術進歩がある。しかも、震源地は中国である事

は言を待たない。それも先進諸国だけでなく新興工業国にまで“Made in China”が押し寄せている(PDF 版 2 の米 think tank (PIIE)の 5 月 11 付
資料や英 The Economist 誌の 5 月 21 付記事を参照)。翻って、中国の経済専門家(于飞(Yu Fei)氏と郭凯(Guo Kai)氏)は、自信に満ちた資料を公表
している(“Why Chinese Manufacturing Appears to Compete with All Countries; «为何中国制造业看上去在与所有国家竞争»”、PDF 版 2 を参照)。  
かくして世界中が“新たな産業政策”に取りつかれているのだ。そして友人達と PDF 版 2 に示した次の様な文献資料について議論した。 

①IMF 公表の“A New Wave of Industrial Policy in Asia-Pacific: Could Resurgence Lead to Structural Transformation?”、そして②米国商工会議所に
ロジウムグループが提出した“China’s Next Generation Industrial Policy”、更には③Wall Street Journal 紙 5 月 15 日付記事“Beijing’s ‘Industrial Policy 
of Everything’ Leaves Rest of the World in the Dust; 日本語版: 全産業を支配する中国戦略、世界を凌駕”。 

また innovation policy として、5 月 22 日にOECD が発表した“Business Innovation Statistics”を見ながら、innovation に積極的な企業の割合と
経済パフォーマンスの OECD 加盟国間の差に関して友人達と議論した(PDF 版の図 1~3 参照)。更には national security policy として、IMF が
5 月 28 日に発表した“Industrial Policy Is Adapting to Crises, but Remains Hard to Implement Effectively”についても意見交換した(PDF 版の図 4 参照)。 
筆者の恩師でMIT Institute Professor の Suzanne Berger 教授は、MIT Initiative for New Manufacturing (INM)の co-director を務めておられる

(小誌前号 2 のMIT Technology Reviews 誌、“A Boost for Manufacturing”を参照)。教授に対して、筆者が 6 月から大阪大学産業科学研究所戦略室
の客員教授を兼務する事を伝えた。今後、教授との意見交換を通じ、阪大とMIT との関係を強化する事に貢献したいと考えている。 
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哲学が灰色に灰色を重ねて描く時、或る一つの生の形態

(即ち或る時代の制度や組織等)は既に老いており、しかも

その形態は、その描かれた灰色によって若返る事はなく、

ただ理解されるだけである。ミネルヴァの梟は、黄昏時に

なって初めて飛び始めるのだ。             (ヘーゲル) 

When philosophy paints its grey in grey, a shape of life has grown old, and it cannot be rejuvenated, but only recognized, by the 
grey in grey of philosophy; the owl of Minerva begins its flight only with the onset of dusk. 

[Wenn die Philosophie ihr Grau in Grau malt, dann ist eine Gestalt des Lebens alt geworden, und mit Grau in Grau läßt sie sich nicht 
verjüngen, sondern nur erkennen; die Eule der Minerva beginnt erst mit der einbrechenden Dämmerung ihren Flug.]    

                                                                             (Georg Wilhelm Friedrich Hegel)  
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ウクライナ戦争は、露大統領が語るように本当に終結に向かっているのだろうか。  
ロシアは 5 月 9 日、モスクワ赤の広場で戦勝記念パレード(Парад Победы на Красной площади)を行った。プーチン大統領は演説の中で、

「大祖国戦争の世代が達成した偉業は、現在の特別軍事作戦における将兵を鼓舞している。彼等はNATO が支援する敵と戦い、我等の勇士は前進
している(Великий подвиг поколения победителей вдохновляет воинов, выполняющих сегодня задачи специальной военной операции. Они противостоят 
агрессивной силе, которая вооружается и поддерживается всем блоком НАТО. И несмотря на это, наши герои идут вперёд)」と語った。また、前日の
演説で戦争は「終結に向かう(идет к завершению)」と述べた。しかしながら、巷間、ウクライナ側の優勢が報じられるために、戦争終結に
向かっているとは思えない。こうした中、露メディア(ТАСС)は 5 月 25 日、「露外務省は、外国人に対しキーウを離れる行動を、また市民には
キーウの軍事施設を避ける行動を勧告(МИД РФ рекомендует иностранцам как можно скорее покинуть Киев; Жителей города призвали не приближаться 
к военным объектам)」と伝えた。そして独メディア(Frankfurter Allgemeine Zeitung 紙)も、5 月 22 日に「行き着く先は対露戦争(„Wir werden in einem 
Krieg mit Russland landen“)」という表題で、我々の不安をかきたてるような記事を掲載している(PDF 版 2 を参照)。 

 

戦争で飛躍的発展を遂げる軍民両用技術の AI・Robotics。だが、平和利用の側面も重視すべきでは? 
悲惨な殺戮が続く中、軍民両用技術(DUT)であるドローンの進歩が著しい。筆者は今、専門家達と多くのドローン技術関連資料に関し、

意見交換を続けている(例えば PDF 版 2 の本(Lessons from Drone Wars)を参照)。話は逸れるが、英語に詳しい人ならご存知の通り、drone には、
“雄の蜜蜂”や“ダラダラした怠け者”という意味もある。例えば、哲学者のカント大先生は、著書『純粋理性批判(Kritik der reinen Vernunft)』を
批判した人達を念頭にした本『プロレゴーメナ(Prolegomena)』の冒頭、彼等を“怠け者の drone”と皮肉り、古代ローマの詩人ウェルギリウス
の詩の一節を引用した—「蜜蜂達は怠惰な雄蜂の群れを巣から追い払う(ignavum, fucos, pecus a praesepibus arcent; Bees are defending their hives against 
drones, those indolent creatures)」。昔と異なり、現代の drones は極めて敏捷で、残酷な雄蜂と善良な雄蜂が混在しているのである。  
ウクライナ戦争でAI・Robotics が大活躍である。小誌前号でCNN が 4 月 20 日に報じた記事“‘Robots Don’t Bleed’: Ukraine Sends Machines 

into the Battlefield in Place of Human Soldiers”を読むと複雑な心境に陥る。またこれに関して、Military Times 紙の 4 月 25 日付記事“Ukraine to Field 
25,000 Ground Robots in Push to Replace Soldiers for Frontline Logistics”も参考になる。ただ、我々としてはAI・Robotics の平和利用に関心がある。
即ち小誌の冒頭で記したように安全・健康・ウェルビーイング(Safety, Health & Well-being (SHW))を目指した形でのAI・Robotics の発展だ。
従って、軍事面での技術進歩を常時観察しながら、平和利用の分野で実装化・実用化の方策を友人達と考えてゆくつもりである。  

Robotics 専門家、ジョナサン・ハースト Oregon 州立大学教授は、Agility Robotics 社の共同創業者でChief Robot Officer を務め、Oregon 
State University Robot Institute の共同設立者でもある。現在、Agility Robotics の humanoid robot (Digit)は、Amazon の Seattle に在る施設や
Toyota のカナダOntario 州に在る工場で試用されている。教授は 5 月 20 日に IEEE Spectrum 誌に小論を載せた(“Will Robotics Have a ChatGPT 
Moment? A Single Breakthrough AI Moment in Robotics May Not Be the Answer”、PDF 版 2 参照)。 
教授は ChatGPT を契機として爆発的に発達した AI とは異なった形の Robotics の発達を予想している。彼は自律型の AI-powered robots

の爆発的発達を確信して、今後のRobotics の発達を a “Cambrian explosion” of useful, intelligent machines と呼んだ。“カンブリア爆発”とは、
約 5 億 4 千年前、動物の基本構造を持つ生物が爆発的に海中に出現した現象だ。筆者と同じ cautious optimist のハースト教授は、humanoid 
robots に関して、今尚存在する「見込みと現実の間の大きな隔たり(a big gap between promise and reality)」を指摘する。そして 5 つの問題を指摘
した—①「YouTube 上の動画と現実の隔たり(The YouTube-to-Reality Gap Is Real)」。彼は小誌 3 月号の冒頭で触れた中国の Unitree 製 G1 
robots による kung fu (功夫) dance に触れた。この dance は全ての動きが事前に振り付けられ入念に計画されたものだ。教訓は「絶対に
YouTube の robot video を信じるな(never trust a YouTube robot video)」と彼は語った。②「必要とするデータに関する問題(Data Is An Unsolved Challenge)」。
人の複雑な動きを模する humanoid robots に必要なデータ収集は不可能に近い。③「万能 robot など出来ない(There Will Be No Single Robot AI)」。
即ちgeneral purpose robotは不可能。The physical world is infinitely varied and complex. ④「ハードウェアは今尚難しい(Hardware Is Still Very Hard)」、
⑤「ロボットの真価は簡単な作業(Real Value Comes From “Easy” Tasks)」。即ちモラベック(Moravec)の paradox が教える通り、人にとって困難な
仕事をAI や robots が行い、人にとって容易な行動はAI や robots が出来ない。以上が 5 つの問題である。 

 

ドイツにおける政治の極右化が気になる。しかもドイツだけでなく、英仏伊等の欧州諸国にも…。  
独公共放送(Die Tagesschau)が 5 月 7 日に報じた世論調査結果は衝撃的である(AfD ist Hauptprofiteur der Unzufriedenheit: 仮訳: 極右政党のAfD

が(棚ぼた的に)人々の不満の主たる受け皿に)。AfD 支持派が初めて CDU/CSU を凌いだ理由とは、政府の行動が「遥かに弱く、遥かに遅く、
力強さに欠く(viel zu wenig, viel zu langsam und nicht kraftvoll genug)」からだ。しからば、CDU/CSU の劣勢を反転するため、政府が「強く、速く、
力を込めて」行動し、経済・移民問題を解決出来るのか、とドイツの友人達に問うと、彼等は「無理(unmöglich)」だと言う。代替案として、
人々を説得する策を探ってみても妙案は出てこない。筆者は Berlin のシュテファン・マウ Humboldt 大学教授の本を引用し、政治的啓蒙
の難しさや苦境に陥った人々の頑固さを友人達に伝えた (Ungleich vereint: Warum der Osten anders bleibt, 2024 年 6 月): 

(ハーバマス先生が注意した通り)怒れる市民を“真綿で”包み、臨床医或いは social worker の如き理解力で市民に接してはダメだ。
また有権者は、自らが批判される時、耳を貸そうとしない。AfD 支持者にはこれが一段とよく当てはまる。何故なら、“エリート・
カルテル”や“国家メディア”に対抗し、自己主張する自分達こそが“民主主義の擁護者”で、“silent majority”と考えているからだ。 

(Man sollte Wutbürger nicht "in Watte" packen (Jürgen Habermas) und ihnen mit therapeutischem oder sozialarbeiterischen Verständnis begegnen. 
Gleichzeitig hören Wählerinnen und Wähler es nicht gern, wenn man sie kritisiert. Für die AfD-Anhängerschaft gilt das umso mehr, sieht sie sich 
doch als "Verteidigerin der Demokratie" und als "schweigende Mehrheit", die sich gegen das "Elitenkartell" und die "Staatsmedien" zu behaupten 
versucht. Setzt man hier auf Abgrenzung und harte Kritik, können Menschen in diesem Lager gleichsam festgezurrt werden.)。  

我々は欧州政治にも注意を払う必要に迫られている。フランスの詩人・評論家であるポール・ヴァレリーは 1931 年、「注目すべき事に、
今日、独裁制は自由が嘗てそうであったように、伝染性を持っている(Il est remarquable que la dictature soit à présent contagieuse, comme le fut jadis la 
liberté)」と語った。今の英仏伊—Reform UK、Rassemblement national (RN)、Fratelli d'Italia (FdI)—を見ると 1931 年の欧州を思い出してしまう。 

 

先月も数冊の良書を巡り、友人達と意見交換した。 
先月は新刊書に関して友人達と意見を交換した。例えば①経済構造に関する Steering Structural Change (May)、②米国政治史の Theodore 

Roosevelt and the Tennis Cabinet (May)、③台湾問題のDefending Taiwan (April)、④軍民両用技術の Lessons from Drone Wars (March)、⑤戦史の Tojo: The 
Rise and Fall of Japan’s Most Controversial World War II General (March)、⑥貿易政策のHow to Win a Trade War (May)、⑦AI 関連の The Infinity Machine 
(March)、⑧Robotics 関連のRobot-Proof (March)、⑨Apple 社の動向を記したApple in China (May)だ(小誌の先月号・今月号の 2 参照)。 

 
筆者の悪癖である“積読(ツンドク)”の中の一冊が、小誌 4 月号で触れた哲学者の故ハーバマス先生の著書だ。その邦訳が奇しくも 3 月に

岩波書店から、また英訳が 2 月に出版された(Jürgen Habermas: „Es musste etwas besser werden . . .“; 『ハーバーマス回想録: この世界が少しでも
良くなるには…』; Jürgen Habermas: Things Needed to Get Better)。同書の中で最も印象に残った文章は次の通り—「ドイツの哲学は、1933 年以来
の亡命による瀉血(シャケツ)(大量の頭脳流出)から、また、ナチ時代の道徳的・精神的な堕落から決して立ち直ってないのです(In Deutschland hat sich 
unsere Philosophie vom Aderlass der Emigration seit 1933 und überhaupt von der moralisch-geistigen Korruption der Nazizeit nicht mehr erholt.)」。この文章を
読んで、今筆者は日本の「戦後」を再吟味したいと考えている。  
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夫れ呉人と越人と相悪(にく)むも、其の舟を同じくして

済(わた)りて風に遇うに当たりては、其の相救うや、左右

の手の如し。                              (『孫子』) 

The men of Wu and the men of Yue are enemies; yet if they are crossing a river in the same boat and are caught by a storm, they 
will come to each other's assistance just as the left hand helps the right. 

[夫吳人與越人相惡也、當其同舟濟而遇風、其相救也如左右手。]                           (Sūnzǐ/Sun Tzu; 孫子)  
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2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Adrian, Tobias et al., 2026, “Financial Stability Risks Mount as Artificial Intelligence Fuels Cyberattacks,” IMF Blog, Washington, D.C.: International 

Monetary Fund (IMF), May 7. 
Bloom, Nicholas et al., 2026, “The Value of Reliable Statistics,” NBER Working Paper No. 35135, April. 
Bloomberg (Yuliya Fedorinova et al.), 2026, “Central Asia Gains as War Shakes Energy Markets and Trade Routes,” April 24. 
Bloomberg (Shirin Ghaffary), 2026, “Anthropic Unveils AI Agents to Field Financial Services Tasks,” May 6. 
Bloomberg (Toru Fujioka and Daniel Flatley), 2026, “Bessent’s Deep Grasp of Japan Policy to Challenge Takaichi,” May 11. 
Bloomberg, 2026, “Russia’s Wartime Economy Shrinks for First Time since 2023,” May 16. 
Bloomberg, 2026, “China’s Economy Slows Sharply as Investment Resumes Declines,” May 18. 
Bloomberg (Claire Jiao and Swati Pandey), 2026, “Singapore Warns Growth Outlook to Weaken on Energy Crunch,” May 25. 
Bloomberg, 2026, “China Traders Run for Exit after Cross-Border Flow Crackdown,” May 26. 
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прогнозирования (ЦМАКП)), 2024, «Эксперт ЦМАКП заявил об ухудшении положения компаний в 2025 году [A CMASF’s expert stated 
that the financial results for companies worsened in 2025]», Moscow, May 14.  

Economist, 2026, “America’s Economy Is Soaring—Even with the MAGA Tax: The Country’s World-Beating Performance Comes with a Handicap,” May 21. 
El-Erian, Mohamed, 2026, “The US Decoupling from the Global Gloom Has Limits: Total Economic and Financial Insulation Is an Impossibility,” 

Financial Times, May 4. 
Financial Times (Paola Tamma and Laura Dubois), 2026, “Europe ‘Naive’ in Clinging to Old Economic Model, Says Central Banker,” May 3. 
Financial Times (Joe Leahy et al.), 2026, “China Warns of ‘Severe’ Global Conditions as Economy Shows Weakness,” May 17. 
Financial Times (Martin Arnold), 2026, “Anthropic to Brief Global Financial Watchdog on Cyber Flaws Exposed by Mythos,” May 17. 
Financial Times (Leo Lewis and Harry Dempsey), 2026, “Japan’s Sanae Takaichi Calls for Extra Budget as Iran Energy Crisis Bites,” May 17. 
Financial Times (Martin Arnold), 2026, “ECB Summons Banks to Urge Them to Fix Flaws Exposed by Latest AI Models,” May 25. 
Laeven, Luc and Fabian Valencia, 2026, “Systemic Banking Crises Database: 1970-2025,” Working Paper No. 2026/094, Washington, D.C.: 

International Monetary Fund (IMF), May. 
MIT Technology Review (James O'Donnell), 2026, “Three Things in AI to Watch, according to a Nobel-Winning Economist,” May 11. 
Mukherjee, Andy, 2026, “The Iran War Is China’s Global Payments Debut,” Bloomberg, May 10. 
New York Times (Tony Romm), 2026, “As U.S. Debt Hits a Worrying Milestone, Washington Barely Notices,” May 7. 
Okonjo-Iweala, Ngozi, 2026, “Protectionism Makes Everyone Poorer during Global Shocks,” Financial Times, May 7. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2026, “OECD Economic Surveys: Japan 2026,” Paris, May 13. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “AI Saves the Trump Economy: The Tech Investment Boom Helps to Offset Damage from Tariffs,” April 30. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “The Record Divide between Corporate Profits and Worker Pay,” May 28. 

 
マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
May 19: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Understanding China's Economy and the Housing 

Bust, with Tianlei Huang (黄天磊).” 

 

資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
Al Jazeera, 2026, “UAE Leaves OPEC in Blow to Oil Cartel during War on Iran: Announcement of Its Exit on Friday Comes as Gulf Producers Are 

Already Struggling to Ship Exports through the Strait of Hormuz,” April 28. 
Andrews-Speed, Philip et al., 2026, “The New Geopolitics of LNG: Asia’s Energy Security in a Divided World,” Special Report No. 120, Seattle, WA: 

National Bureau of Asian Research (NBR), May 28. 
Bloomberg (Javier Blas), 2026, “The UAE’s OPEC Exit Is Existential for the Oil Cartel,” April 28. 
CAN (Michiyo Ishiba and Louisa Tang), 2026, “Japan Restarts Operations at World’s Largest Nuclear Plant, 15 Years after Fukushima Disaster,” May 21. 
Economist, 2026, “The Gulf War Makes Devastating Oil Spills More Likely: It Would also Make Them Harder to Handle,” May 28. 
Japanese Government, Ministry of Economy, Trade and Industry (METI) and Ministry of Foreign Affairs (MOFA), 2026, “IAEA Conducts Sixth 

Review Mission on the Safety of ALPS Treated Water Discharge into the Sea since the Discharge Began,” Tokyo, May 15.  
Muller, Nicholas Z., 2026, “Measuring the Impact of Data Centers in the United States Economy: Monetary Damage from Air Pollution and 

Greenhouse Gas Emissions,” NBER Working Paper No. 35100, April. 
Reuters (Wa Lone and Shariq Khan), 2026, “Energy Markets Headed into 'Troubled Waters' amid Iran War, Head of IEA Says,” May 8. 
Wall Street Journal (Dasl Yoon and Timothy W. Martin), 2026, “How Asia’s Biggest Nations Are Riding Out the Energy Shock,” April 21.  
Wired.com (Chris Hamill-Stewart and Ruchi Kumar), 2026, “The Iran War Is Impacting the Environment in Unseen Ways,” April 27. 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
May 29~June 5: (an online event, Geneva) International Organization for Standardization (ISO): “Practical Tools for Local Climate Action.” 

 
外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
Aguirre, Jair et al., 2026, “Investigating the Potential Use of Frontier AI Models for Offensive Cyberattacks: A Human Uplift Study,” Cambridge: 

RAND Europe, May 28. 
Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Natalie Whiting and Akane Saiki), 2026, “Military Officer's Arrest over Alleged Embassy Break-in 

Becomes Lightning Rod in Japan-China Tensions,” May 11. 
Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Will Jackson), 2026, “What the Undersea Monitoring Device Found in Indonesia Tells Us about China's 

Maritime Strategy,” May 16. 
Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Olivana Lathouris), 2026, “Defence Minister Says Government Will Fight Landbridge Lawsuit over 

Darwin Port Ownership,” May 21. 
Australian Government, Australian Signals Directorate (ASD), 2026, “Careful Adoption of Agentic AI Services,” Canberra, May 1. 
Ball, Dean and Ben Buchanan, 2026, “A.I. Is a National Security Risk. We Aren’t Doing Nearly Enough,” New York Times, May 4. 
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鳥の行動形態は、飛翔、求愛、雛鳥の哺育、巣作りの様に複雑であるが、

鳥は最初から母鳥に詳しく教えてもらう事なく、こうした行動を確実に行う。

…人工の機械も、学習し、増殖することが出来るだろうか。機械も学習し、

増殖する事が出来る事を示そう。             (ノーバート・ウィーナー) 

Complicated as the behavior patterns of birds are—in flying, in courtship, in the care of the young, and in nest 
building—they are carried out correctly the very first time without the need of any large amount of instruction 
from the mother. . . . Can man-made machines learn and can they reproduce themselves? We shall try to show . . . 
that in fact they can learn and can reproduce themselves.                              (Norbert Wiener)  
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British Broadcasting Corporation (BBC) (Paul Seddon and Becky Morton), 2026, “Election Results So Far - and What's Still to Come,” May 8. 
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Euronews.com (Gavin Blackburn), 2026, “Two Drones from Russia Crash in Latvia with One Causing Oil Depot Fire, Army Says,” May 7. 
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悲観主義は感情の産物だが、楽観主義は意志の産物である。  
                                                        (アラン) 

Pessimism comes from the temperament, optimism from the will.   
[Le pessimisme est d'humeur; l'optimisme est de volonté.]                          (Alain)  
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Fǎngwènde Xiāngguān Nèiróng, Wàijiāobù Shuōmíng Rúxià [Regarding the US President Trump's interview following the ‘Trump-Xi meeting,’ 
the Ministry of Foreign Affairs issued the following statement/有關「川習會」後美國總統川普接受訪問的相關內容，外交部說明如下],” 
Taipei, May 16. 

Task & Purpose (Kyle Gunn), 2026, “Why the Navy Says It Wants 15 Battleships,” May 28. 
TASS (ТАСС), 2026, «ВС РФ проводят учения по применению ядерных сил [The Russian Armed Forces are conducting exercises on the use of 

nuclear forces]», May 19. 
TASS (ТАСС), 2026, «МИД РФ рекомендует иностранцам как можно скорее покинуть Киев; Жителей города призвали не приближаться к 

военным объектам [The Russian Foreign Ministry recommends that foreigners leave Kyiv as soon as possible; City residents are urged to avoid 
military installations]», May 25. 

Thomas, Neil and Shengyu Wang, 2026, “Xi’s Forever Purge: The Real Goal behind China’s ‘Self-Revolution,’” Foreign Affairs, May 4. 
United Kingdom Government, Prime Minister’s Office, 2026, “UK and Poland Set to Sign Major Defence and Security Treaty as PM Steps Up 

Relationship with Europe to Keep Nation Safe,” London, May 26. 
United States Congress, House Select Committee on China, 2026, “JPMorgan Chase and Bank of America Helped a Chinese Military Company Raise 

Billions of Dollars: Select Committee Subpoenas Found the Banks Failed Due Diligence While Helping CATL Raise Billions of Dollars,” 
Washington, D.C., May 21. 

United States Government, Department of Homeland Security (DHS), Cybersecurity and Infrastructure Security Agency (CISA), 2026, “Careful 
Adoption of Agentic AI Services,” Washington, D.C., May 1. 

United States Government, Department of Justice, 2026, “Arcadia Mayor Federally Charged with Acting as Illegal Agent of the People’s Republic of 
China,” Washington, D.C., May 11. 

USNI News (Dzirhan Mahadzir), 2026, “10-ship Russian Convoy Transits Japan’s Tsushima Strait,” May 11.  
USNI News (Aaron-Matthew Lariosa), 2026, “Chinese Use Electronic Warfare Attacks on Dutch Warship in South China Sea, Says PLA,” May 27. 
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Wall Street Journal (Caitlin Ostroff and Jaclyn Jeffrey-Wilensky), 2026, “The Year of the Molotov Cocktail: American Antigovernment Violence Hits 
a 30-Year High,” April 27. 

Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “When America and China Were Friendlier—and 10,000 Soldiers Built a Bike Track [中美蜜月期往事: 万
名中国士兵为美国总统火速铺就山地车道],” April 28. 

Wall Street Journal (Alexander Ward et al.), 2026, “Trump Tells Aides to Prepare for Extended Blockade of Iran,” April 28. 
Wall Street Journal (Brian Spegele), 2025, “China’s ‘Teapot’ Refiners, Targeted by U.S., Offer Financial Lifeline to Iran [中国‘茶壶’炼油厂为伊朗

提供资金救生索],” May 1. 
Wall Street Journal (Josh Chin et al.), 2026, “The U.S. Wants to Break China’s Drone Dominance. Here’s Where It Will Struggle [美国欲打破中国

无人机主导地位, 现实瓶颈有哪些?],” May 2. 
Wall Street Journal (Bertrand Benoit and Daniel Michaels), 2026, “Germany and Europe Have Bigger Trump Problems than U.S. Troop Withdrawal,” May 3. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “Beijing Deploys Long-Threatened Economic Arsenal against U.S. Pressure [中国启用对美经济‘武器库’, 

从威慑转向实战],” May 5. 
Wall Street Journal (Hannah Miao), 2026, “China Steps Up U.S. Sanctions Fight, Defying Blacklisting over Iranian Oil [中国升级对美制裁博弈, 无

视涉伊朗石油黑名单],” May 5. 
Wall Street Journal (Josh Chin and Austin Ramzy), 2026, “China Is Still Supplying Drone Factories in Iran, Russia Despite U.S. Sanctions [美国制裁

难阻供应链: 中国零部件持续流入俄伊无人机工厂],” May 5. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “U.S. and China Pursue Guardrails to Stop AI Rivalry from Spiraling into Crisis [中美寻求设置护栏, 防

止 AI 竞争演变成危机],” May 6. 
Wall Street Journal (Amrith Ramkumar et al.), 2026, “How Anthropic’s Mythos Threw the White House AI Strategy into Chaos,” May 7. 
Wall Street Journal (Lara Seligman et al.), 2026, “Gulf States Lift Restrictions That Blocked ‘Project Freedom’ in Strait of Hormuz,” May 7. 
Wall Street Journal (Dasl Yoon), 2026, “North Korea’s New Nuclear-Capable Warship Poses Fresh Threat to South Korea, U.S.,” May 8. 
Wall Street Journal (Anat Peled and Jared Malsin), 2026, “Israel Built and Defended a Secret Iran War Base in Iraq,” May 9. 
Wall Street Journal (Alistair MacDonald), 2026, “Military Snipers Are Being Put Out of a Job by Drones,” May 13. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “About That Taiwan ‘Thucydides Trap,’” May 14. 
Wall Steet Journal (Alexander Ward et al.), 2026, “Trump and Xi Want to Stabilize U.S.-China Ties. Now Comes the Hard Part: Tightly Choreographed 

Visit Masks Big Differences between U.S. and China [特朗普和习近平希望稳定美中关系, 现在真正的难题来了: 特朗普结束访华行程，
美中均对两国关系的重启予以高度评价。不过，双方对重启的含义有着截然不同的理解],” May 15. 

Wall Street Journal (Lingling Wei et al.), 2026, “Trump and Xi Want to Stabilize U.S.-China Ties. Now Comes the Hard Part: Tightly Choreographed 
Visit Masks Big Differences between U.S. and China [美中首脑峰会: 隆重礼遇难掩深度分歧: 随着峰会进入第二天，谈判能否达成具体
协议将面临考验],” May 15. 

Wall Street Journal (Yoko Kubota), 2026, “Trump Says ‘Nothing’s Changed’ on America’s Taiwan Policy,” May 15. 
Wall Street Journal (Chun Han Wong et al.), 2026, “See the Big Moments and Key People on Trump’s Second State Visit to China [盘点特朗普第二

次对华国事访问中的重要时刻与关键人物],” May 15. 
Wall Street Journal (Hannah Miao and Yoko Kubota), 2026, “Five Takeaways from the Trump-Xi Summit: Both Sides Want to Stabilize U.S.-China 

Relations, but Disagreements Remain [特朗普与习近平峰会的五大要点: 双方都希望稳定美中关系, 但分歧依然存在],” May 15. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “The Good-News-Is-No-News China Summit: The Big Test for Trump Is Whether He Lets Xi Veto Arms Sales 

to Taiwan,” May 15. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “Xi Jinping Is Now the World Leader He Wanted to Be, but It Has Come at a Cost [习近平如愿成为他向

往的那个世界领导人, 但也付出了代价],” May 18. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “The Hidden Chinese Influence in AI: Plus, Why Artificial Intelligence Grows More Regime-Friendly as 

Press Freedom [研究揭示中国官方语料如何渗透全球 AI],” May 19. 
Wall Street Journal (Alexander Ward and Vera Bergengruen), 2026, “U.S. Warns of Growing Russian and Chinese Spying in Cuba [美国警告称中俄

在古巴间谍活动增多],” May 22. 
Washington Post (Cate Cadell), 2026, “U.S. Targets China’s Shadow Trade with Iran in Sweeping Sanctions,” April 25. 
Washington Post (Ian Duncan), 2026, “Top AI Companies Agree to Work with Pentagon on Secret Data,” May 1. 
Washington Post (AP), 2026, “Norwegian Police Arrest a Chinese Citizen on Spying Allegations,” May 7. 
Washington Post (Michelle Ye Hee Lee and Lyric Li), 2026. Confident in China’s Power, Xi Is Ready to Host an Unpredictable Trump,” May 11. 
Washington Post (Jonathan O'Connell), 2026, “Trump Appointees Push $250 Banknote with His Portrait,” May 28. 
Xīnhuá Wǎng (Xinhuanet/«新华网»), 2026, “Guó'ānbù Pīlù: Mǒu Jìngwài Zǔzhī Dàlì Zīzhù ‘Tǎngpíng Wǎnghóng’, Xìtǒngxìng Kāizhǎn ‘Tǎngpíng Xǐnǎo’ 

[The Ministry of State Security disclosed that a certain overseas organization heavily funded "lying flat internet celebrities" and systematically 
carried out "lying flat brainwashing" activities/国安部披露: 某境外组织大力资助‘躺平网红’, 系统性开展‘躺平洗脑’],” April 28. 

Xīnhuá Wǎng (Xinhuanet/«新华网»), 2026, “Wáng Yì zài Liánhéguó Ānlǐhuì ‘Wéihù Liánhéguó Xiànzhāng Zōngzhǐ hé Yuánzé, Jiāqiáng yǐ Liánhéguó 
Wèi Héxīnde Guójì Tǐxì’ Gāo Jíbié Huìyì Shàngde Jiǎnghuà [Wang Yi's speech at the UN Security Council High-Level Meeting on "Upholding 
the Purposes and Principles of the UN Charter and Strengthening the International System with the UN at its Core"/王毅在联合国安理会‘维护
联合国宪章宗旨和原则, 加强以联合国为核心的国际体系’高级别会议上的讲话],” May 26. 

Yáng, Hóngjùn (杨洪俊), 2026, “Jǐngtì Rìběn ‘Xīnxíng Jūnguó Zhǔyì’ Bèihòude Cuòwù Wénmíng Guān [Be wary of the flawed view of civilization 
behind Japan's "neo-militarism"/警惕日本‘新型军国主义’背后的错误文明观],” Rénmín Rìbào/Renmin Ribao («人民日报»), May 8. 

Zhōngyāng Tōngxùnshè/Zhongyang Tongxunshe (Central News Agency (CNA)/(中央通訊社)) (王承中), 2026, “Guófáng Tèbié Tiáolì Sāndú 
Tōngguò Yùsuàn Shàngxiàn 7800-yì Zhèng Yuàn Zhuānbào Jīng Lì Yuàn Tóngyì Shǐdé Biānliè [The National Defense Special Act passed its 
third reading process with a budget ceiling of NT$780 billion; the Executive Yuan's special report must be approved by the Legislative Yuan 
before it can be included/國防特別條例三讀通過預算上限 7800 億 政院專報經立院同意始得編列],” May 8. 

Zhū, Xiǎoqí (朱晓琦), 2026, “Túpò “Zhuānshǒu FángWèi” Fāzhǎn Jìngōngxìng Zhànlì [Breaking through the "exclusively defensive" model, Developing 
offensive combat capabilities/突破‘专守防卫’ 发展进攻性战力],” Rénmín Wǎng/Renmin Wang (politics.people.com.cn/«人民网»), April 30. 

 
外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Conferences, Workshops and Seminars 
April 30: (Washington, D.C.) Congress, Senate Committee on Foreign Relations: Hearing on “Sabotage in the Baltic Sea, Implications for European 

Security, and Lessons for the Indo-Pacific.” 
May 6: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “U.S.-Japan-Philippines Trilateral Cooperation.” 
May 11: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “US-China Competition: Policy Priorities from Capitol Hill.” 
May 12: (Washington, D.C.) Congress, House Select Committee on China: Hearing on “Crime, Corruption, and Power: The Rise of CCP-linked Scam 

Networks Targeting Americans and Threatening U.S. Security.” 
May 18: (Brussels) Bruegel: “How Resilient Is China? Managing Political and Economic Vulnerability: Managing Political and Economic 

Vulnerabilities in a Fractured Geopolitical Environment.” 
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道に聴いて塗(みち)に説くは、徳の棄(す)つるなり。  
                                                               (孔子) 

To tell, as we go along, what we have heard on the way, is to cast away our virtue.   
[道聽而塗說、德之棄也。]                                   (Kǒngzǐ/Confucius; 孔子)  
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May 20: (Brussels) Bruegel: “China-EU Economic Relations and Preserving Stability amid Geopolitical Shocks.” 
May 29~31: (Singapore) International Institute for Strategic Studies (IISS): “The Shangri-La Dialogue 2026.” 

 
その他—Information in Other Fields 
Arias, Paula et al., 2026, “A New Wave of Industrial Policy in Asia-Pacific: Could Resurgence Lead to Structural Transformation?” Woking Paper No. 

2026/101, Washington, D.C.: International Monetary Fund (IMF), May. 
Berlin, Gretchen and Mhoire Murphy, 2026, “Ushering in the Next Era of Frontline Nursing with AI,” New York: McKinsey & Company, May. 
Bloomberg (Danny Lee et al.), 2026, “The Jet-Fuel Surge Is Making Global Flight Connections Disappear,” April 18. 
Bloomberg (Parmy Olson), 2026, “ChatGPT and Claude? The Real-World AI Action Is Elsewhere,” April 23. 
Bloomberg, 2026, “China to Curb US Investment in Tech Companies after Meta Deal,” April 24. 
Bloomberg, 2026, “China Says US Export Bills Risk Disrupting Chip Supply Chains,” April 25. 
Bloomberg (Debby Wu), 2026, “Ex-Tokyo Electron Staffer Handed 10-Year Sentence over TSMC Leak,” April 27. 
Bloomberg (Alberto Nardelli and Alexander Weber), 2026, “EU Plans Tougher Trade Measures to Rebuff Chinese Export Surge,” May 18. 
Bloomberg (Subrat Patnaik), 2026, “Micron Shares Rally, UBS Projects $1.8 Trillion Market Value,” May 26. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Emer Moreau and Zoe Conway), 2026, “One in Six Young People Will Not Be in Work or Training in Five 

Years without Action, Report Warns,” May 27. 
Cable News Network (CNN) (Natasha Chen et al.), 2026, “At Least 10 People Tied to Sensitive US Research Have Died or Disappeared in Recent 

Years, Sparking Federal Investigation,” April 23. 
Cable News Network (Chris Lau and Rae Wang), 2026, “Nine in 10 Families in China Own a Home. But Is the Property-Owning Dream Being Tested?” May 17. 
Chatterjee, Shoumitro and Arvind Subramanian, 2026, “China’s Mercantilist Squeeze on Developing Countries,” Working Paper No. 26-7, Washington, 

D.C.: Peterson Institute for International Economics (PIIE), May 11. 
Diermeier, Matthias et al., 2026, „Geographien der Unzufriedenheit – Daseinsvorsorge: Empirische Bestandsaufnahme und politische Implikationen“, 

Cologne (Köln): Institut der deutschen Wirtschaft (IW) (German Economic Institute), May. 
Economist, 2026, “A Glimpse into Cyber-Security’s AI-Driven Future: A Hacking Conference Reveals How Machines Will Defend Us,” April 29. 
Economist, 2026, “AI and the Danger of Cognitive Surrender: How Much Should Managers Let Bots Do the Thinking?” April 30. 
Economist, 2026, “What to Do about Britain’s Rising Antisemitism?” May 3. 
Economist, 2026, “Mapping the Iran War’s Trade Disruption: Petrol Prices Are Rising. So Are Those of Plastics and Pistachios,” May 11. 
Economist, 2026, “Prepare for an AI Jobs Apocalypse: It Is Not Here Yet. But Governments Should Lay a Safety-Net,” May 14. 
Economist, 2026, “The War between Businesses and Hackers Enters a Perilous New Phase: AI Agents Present Novel Dangers, May 13. 
Economist, 2026, “Europe’s Secret Plan B to Replace NATO: What Happens If America Quits,” May19. 
Economist, 2026, “How China Quietly Helps Russia in Ukraine: Its Firms Send Drones, Nitrocellulose for Rockets and More,” May 20. 
Economist, 2026, “Why Japan and China Will Struggle to End Their Feud,” May 21. 
Economist, 2026, “The Other China Shock: Does the Country’s Manufacturing Success Leave Space for Anyone Else?” May 21. 
Economist, 2026, “Japan, South Korea and Taiwan Are Suffering Industrial Rot: Artificial Intelligence Is Concealing a China Shock,” May 27. 
FANUC Corporation, 2026, “FANUC Accelerates the Physical AI through Collaboration with Google: AI Agent Powered by Google Operates Robots,” 

Oshino-mura, Yamanashi, Japan, May 13. 
Financial Times (Arjun Neil Alim), 2026, “China Blocks Meta’s $2bn Purchase of AI group Manus,” April 27. 
Financial Times (Zijing Wu), 2026, “Huawei’s AI Chip Sales Surge as Nvidia Stalls in China,” April 30. 
Financial Times (Ian Johnston), 2026, “EU Blocks Funds for Key Chinese Solar Energy Parts,” May 4. 
Financial Times (Owen Walker and Nic Fildes), 2026, “Singapore and New Zealand Strike ‘World First’ Supply-Chain Pact,” May 4. 
Financial Times (Andy Bounds), 2026, “Carmakers Fear Production Hit after EU Sanctions on Chinese Chipmaker,” May 14. 
Financial Times (Leo Lewis), 2026, “The Crisis in Japan’s Love Affair with Plastic,” May 20. 
Financial Times (Michael Peel and Nikou Asgari), 2026, “Crypto Industry Braces for Quantum Computing Threat,” May 21. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Alexander Armbruster and Carsten Knop), 2026, „Digitalwirtschaft-Podcast: Wann verschwindet das Lenkrad 

wirklich?“, April 30.  
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Jochen Stahnke), 2026, „China weist Firmen an, US-Sanktionen zu ignorieren“, May 4. 
Giles, Martin, 2026, “The New Human-Machine Workforce: How Agentic AI will Transform Jobs,” Washington Post, May 28. 
Global Times (Zhang Weilan), 2026, “Shanghai Industrial Robot Sets Guinness World Record for Load Capacity,” May 15. 
Hurst, Jonathan W. and Hans Peter Brondmo, 2026, “Will Robotics Have a ChatGPT Moment? A Single Breakthrough AI Moment in Robotics May 

Not Be the Answer,” IEEE Spectrum, May 20. 
IEEE Spectrum (Joanna Goodrich), 2026, “The USC Professor Who Pioneered Socially Assistive Robotics Maja Matarić’s Newest Robot Aids with 

Students’ Mental Health,” April 20.  
IEEE Spectrum (Lucas Laursen), 2026, “Proposed Chinese Robot Ban Is Latest U.S. Tech Sovereignty Move, The Catch: American Robot Makers 

Still Need Chinese-Made Components,” April 22. 
Jakubik, Adam et al., 2026, “Industrial Policy Is Adapting to Crises, but Remains Hard to Implement Effectively,” IMF Blog, Washington, D.C.: 

International Monetary Fund (IMF), May 28. 
Kawasaki Robotics, 2026, “Kawasaki Collaborates with NVIDIA, Analog Devices, Microsoft, and Fujitsu to Accelerate Development of Physical AI 

toward Social Implementation. —Establishment of a Physical AI Development Hub in Silicon Valley, USA—,” Wixom, MI, May 22. 
Los Angeles Times (Alexandra Del Rosario), 2026, “Cameron Diaz and Benji Madden Welcome Baby No. 3: ‘We Love Life with Our Family,’” May 4. 
McGee, Patrick, 2026, Apple in China: The Capture of the World's Greatest Company, New York: Scribner, May. 
McKinsey Global Institute (MGI), 2026, “Ramping Up Manufacturing in America?” New York, May 21. 
Microsoft, 2026, “Global AI Diffusion Q1 2026 Trends and Insights,” Redmond, May 7. 
MIT Technology Review (Mat Honan), 2026, “The Era of AI Malaise [日本語版: AI 閉塞感の時代、私たちはまだ何も分かっていない],” April 21. 
MIT Technology Review (Grace Huckins), 2026, “Google I/O Showed How the Path for AI-Driven Science Is Shifting,” May 22. 
National Academies of Science, Engineering, and Medicine (NASEM), 2026, “A Vision for the Manufacturing USA Program in 2030 and 2035,” 

Washington, D.C., May 14. 
Nature (Dan Garisto), 2026, “Entire NSF Science Advisory Board Fired by Trump Administration,” April 28. 
New York Times (Adam Nagourney), 2026, “Met Opera’s Multimillion-Dollar Deal with Saudis Falls Through,” April 23. 
New York Times (Jeanna Smialek and Alexandra Stevenson), 2026, “Europe Is Edging Closer to a Trade War with China. Here’s Why [欧洲与中国

贸易战风险升高, 原因何在?],” May 29. 
New York Times (Julia Jacobs and Zach Montague), 2026, “Trump Administration Live Updates: Court Orders Trump’s Name Stripped From Kennedy 

Center,” May 29. 
Reuters (Sam Tabahriti), 2026, “UK Investigates after Big Health Dataset Listed for Sale on China's Alibaba,” April 24. 
Reuters (Laurie Chen and Eduardo Baptista), 2026, “China's New Five-Year Plan Calls for AI throughout Its Economy, Tech Breakthroughs,” May 5. 



The Tokyo-Cambridge Gazette (In Search of Japan’s Global Strategies) 
No. 205 (May 2026) 
德は心の持(もち)前也。人々天より自然と生まれつきたる

仁義禮智の德性と云(いふ)ものありて、  大學に是(これ)を
明德と云(いひ)、中庸に是を天命の性と云(いふ)。…此(この)
仁の德を以て物を親愛し、義の德を以て事の宜(よろ)しきを

處置し、禮の德を以て恭敬を專(もっぱら)とし、 智の德を

以て是非を明(あきらか)にす。                 (中井竹山)

Virtue (德) is the basic nature of the human spirit. Human beings are endowed by Heaven at birth with a virtuous essence, 
consisting of benevolence (仁), righteousness (義), propriety (禮) and wisdom (智). In the classic of the Great Learning (『大學』), 
this is referred to as clear virtue (明德); in the Doctrine of the Mean (『中庸』) as Heaven's imperative (天命の性). . . . With the 
virtue (德) of benevolence (仁), things are empathized with genuine feeling; with righteousness (義) the validity of a fact is 
determined; with propriety (禮) there is deep reverence; with wisdom (智) moral imperatives are seen clearly. 

                  (NAKAI Chikuzan, a Japanese Confucian scholar of the Kaitokudo (懐徳堂) Merchant Academy in Osaka) 
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Reuters (Ka Sing Chan), 2026, “China’s Resurgent Belt and Road Is Built to Last,” May 7. 
Rhodium Group, 2026, “China’s Next Generation Industrial Policy,” Prepared for the U.S. Chamber of Commerce,” New York, May 11. 
Schneier, Bruce and Barath Raghavan, 2026, “What Anthropic’s Mythos Means for the Future of Cybersecurity: The New Reality Rewards Systems 

That Can Be Tested and Patched Continuously,” IEEE Spectrum, April 23. 
Scientific American (Joseph Howlett), 2026, “An Amateur Just Solved a 60-Year-Old Math Problem—by Asking AI,” April 24. 
Scientific American (Steven Melendez), 2026, “AI Keeps Inventing Fake Cases. Lawyers Keep Citing them,” May 22.  
South China Morning Post (Xiaofei Xu), 2026, “As Its Firms Look Overseas, China Overtakes US to Become Top Foreign Investor in Germany,” May 22. 
Stanford University, Stanford Institute for Human-Centered Artificial Intelligence (HAI), 2026, “Stanford Merges AI and Data Science Efforts under 

Single Institute,” Stanford Report, Sanford, CA, May 4. 
Strait Times, 2026, “Japan Firm Begins World’s First Sales of Fully Farmed Eels,” May 29. 
United Kingdom, Parliament, House of Commons, 2026, “Work and Pensions Committee: Oral Evidence: Youth Employment, Education and Training, 

HC 45,” London, May 20. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang and Tracy Qu), 2026, “That Video on Your Phone Might Be Made-in-China AI [美国人爱上的视频可能出自中

国 AI 之手],” April 26. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “China’s AI ‘Hotel California’: Beijing Kills Meta’s Purchase of Manus in Fear of Talent Flight,” April 27. 
Wall Street Journal (Jon Emont and Hannah Miao), 2026, “China’s Ban on Meta-Manus Deal Shows Strains in U.S.-China Business Ties [中国叫停

Manus 交易凸显中美商业关系的紧张之势],” April 28. 
Wall Street Journal (Ryan Felton), 2026, “House Lawmakers Urge Trump to Prohibit China’s Automakers from Building Cars in the U.S. [美国众议

员敦促特朗普禁止中国车企在美建厂造车],” April 29. 
Wall Street Journal (Sharon Terlep), 2026, “The Secret Team Blowing Up Ford’s Assembly Line to Make a $30,000 Electric Truck [福特秘密集结

‘叛逆者’小队, 欲以平价电动皮卡叫板中国对手],” May 4. 
Wall Street Journal (Yoko Kubota), 2026, “I’m Leaving China after 8 Years. Suspicion of Outsiders Is Rising [«华尔街日报»外籍记者手记: 八年后

作别中国, 这里的‘防外’情绪已然升温],” May 5. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang and Tracy Qu), 2026, “China to Invest in DeepSeek at $50 Billion Valuation [中国国家基金拟投资 DeepSeek, 

AI 明星冲刺 500 亿美元估值],” May 6. 
Wall Street Journal (Hannah Miao and Jon Emont), 2026, “China’s Best and Brightest Tech Talent Is Going Back to China [回流的‘海龟’与上升的

国力: 美中科技竞赛的人才天平正在倾斜],” May 13. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “Beijing’s ‘Industrial Policy of Everything’ Leaves Rest of the World in the Dust [中国‘全方位产业政策’令世

界其他地区望尘莫及; WSJ 日本語版: 全産業を支配する中国戦略、世界を凌駕],” May 15. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “What Readers Found When They Asked Their Chatbots about China [读者反馈 AI 涉华输出差异: 聊天

机器人究竟说了什么?],” May 26. 
Wall Street Journal, Market Watch (Tanner Brown), 2026, “China’s Next Export Shock Walks on Two Legs — and Costs Less Than a Used Car [下

一波中国冲击: 比二手车还便宜的人形机器人],” May 27. 
Wall Street Journal (Hannah Miao and Stephen Wilmot), 2026, “China Is Exporting Its Factories across the World and Spooking the Competition [中

国工厂向全球扩张, 各国担心‘内卷式’竞争随之而来],” May 27. 
Wall Street Journal (Hannah Miao and Raffaele Huang), 2026, “China Wants Its Companies to Embrace AI—Without Firing Workers [中国希望企业

拥抱 AI, 同时不要裁员],” May 27. 
Wall Street Journal, 2026, “China’s Industrial Profits Rise, Defying Economic Headwinds [中国工业企业利润逆势增长, 顶住经济下行压力],” May 27. 
Werner, John, 2026, “Stanford to Consolidate Two Big AI Programs,” Forbes, May 8. 
Wired.com (Zeyi Yang and Louise Matsakis), 2026, “Rednote Draws a Line between China and the World,” April 23. 
Wired.com (Steven Levy), 2026, “Apple's Next CEO Needs to Launch a Killer AI Product,” April 24. 
Wired.com (Emily Mullin), 2026, “AI-Designed Drugs by a DeepMind Spinoff Are Headed to Human Trials,” April 24. 
Wired.com (Will Knight), 2026, “I've Covered Robots for Years. This One Is Different,” April 29. 
Wired.com (Vittoria Elliott and Zeyi Yang), 2026, “The Chinese Government Just Got the World’s Largest Digital Rights Conference Canceled,” May 1. 
World Health Organization (WHO), 2026, “Epidemic of Ebola Disease caused by Bundibugyo Virus in the Democratic Republic of the Congo and 

Uganda Determined a Public Health Emergency of International Concern,” Geneva, May 17. 
Xīnhuá Wǎng (Xinhuanet/«新华网»), 2026, “Shāngwùbù: Jùjué Jiēshòu bìng Jiānjué Fǎnduì Ōuméng Jìnzhǐ duì Shǐyòng Zhōngguó Nìbiànqì Xiàngmù 

Tígōng Zījīn Zhīchí [Ministry of Commerce: Reject and firmly oppose the EU's ban on providing funding for projects using Chinese inverters/
商务部: 拒绝接受并坚决反对欧盟禁止对使用中国逆变器项目提供资金支持],” May 7. 

Yu, Fei (于飞) and Kai Guo (郭凯), 2026, “Why Chinese Manufacturing Appears to Compete with All Countries [«为何中国制造业看上去在与所
有国家竞争»],” Policy Brief, Beijing: CF40 Research/CF40 研究 (China Finance 40 Forum/中国金融四十人论坛), April 27. 

Event: May 6~7: (New York) United Nations: “The 11th Multi-Stakeholder Forum on Science, Technology and Innovation for the Sustainable 
Development Goals (STI Forum) [第十一届可持续发展目标科学、技术与创新多利益攸关方论坛].” 

Event: May 13: (an online event, Gaithersburg, MD) National Institute of Standards and Technology (NIST): “Beyond Technical Skills: The Human 
Element of a Cyber Career.” 

 

3. 編集後記 

AI・Robotics の社会実装・事業化に向けた制度・組織のあり方に関し、意見交換を進めてゆきたい。 
小誌の冒頭で記した山梨訪問のための車中で、国際標準化戦略の専門家である藤田俊弘氏と議論を楽しんだ。彼に依れば「日本企業は、製品の

技術戦略に専念して、製品規格の国際化戦略に関心を持たない」と語った。この事を日本の人々に分かり易く説明するために、同氏はゴルフの話
になぞらえて語るらしい。即ち日本人は自らのテクニックを磨く事に専念する。他方、外国人はテクニックを磨くと同時にゴルフ・コースの設計
にも留意する。そして有利な形でバンカーや池を配置し、自らの優位性を高めようとする。このように説明すれば、聴き手の理解力が更に高まる
らしい。確かに、運動選手は自らの実力のみならず競技のルール変更にも注意しなくてはならない。ビジネスも結局同じである。 

我々は“Made in Japan”・“Made by Japan”と同時に“Standards Set by Japan”にも知恵を働かせなくてはならない。   以上 
(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 
  

Figure 1  Innovative and Innovation-Active Enterprises (Percentage of All Enterprises) 
図 1  イノベーションに積極的な企業の比率 (全産業) 

 
Note: Countries with asterisk have a break between years 2018-2020 and years 2020-2022. 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “OECD Business Innovation Statistics Database,” April 2026, 

http://oe.cd/inno-stats, Retrieved May 2026. 
 

 

Figure 2  Innovative and Innovation-Active Enterprises (Manufacturing Sector (ISIC Rev. 4 C)) 
図 2  イノベーションに積極的な企業の比率 (製造業) 

 

 
Note: Countries with asterisk have a break between years 2018-2020 and years 2020-2022. 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “OECD Business Innovation Statistics Database,” April 2026, 

http://oe.cd/inno-stats, Retrieved May 2026. 
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Appendix 1 (Coninued)/付属資料 1 (続き) 
 
 

Figure 3  Innovative and Innovation-Active Enterprises (Services Sector (ISIC Rev. 4 G46-H-J-K and M71 to M73)) 
図 3  イノベーションに積極的な企業の比率 (サービス業) 

 

 
Note: Countries with asterisk have a break between years 2018-2020 and years 2020-2022. 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “OECD Business Innovation Statistics Database,” April 2026, 

http://oe.cd/inno-stats, Retrieved May 2026.    
Appendix 2/付属資料 2 
  

Figure 4  Percent of Trade-Distortive Measures with Identified Motive 
図 4  貿易構造を歪めさせる目的別の産業政策 

 
Source: Jakubik, Adam et al., “Industrial Policy Is Adapting to Crises, but Remains Hard to Implement Effectively,” Blog, Washington, D.C.: International 

Monetary Fund (IMF), May 28, 2026. 

 


